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      Abstract 
 The developed countries, except for the USA, have ratified the Kyoto protocol as of February 16th, 2005.  
Under the protocol, Japan must carry out the promised reduction in emissions of 6.0 percent from 1990 levels 
during 2008 - 2012. Using an M-model of elasticity approximation, we have estimated that the commercial 
energy consumption in 2012 will be 2.83 x 1018 J/Year. The optimum system for the commercial energy  has 
been discussed by means of the industry association table.  
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 4 GDP と原油価格（CIF）の業務用 
 エネルギー消費量に与える影響 
 






   Ｅ＝αＹａＰｂ             (1) 
が当てはまる。ａは所得弾性値，ｂは価格弾性
値である。両辺の対数をとれば 




～2000 年の M モデル（石油危機過ぎから現在ま













値から予測すると図 4-3 になる。GDP の影響が
大きいのは，娯楽場，デパート，卸小売の順で
ある。 







予測は GDP 弾性値による近似値を基準とする。 
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     ：   ：  ：       (3) 
   ａｎ１…ａｎｊ…ａｎｎ 
で現される。最終需要Ｆ，総生産をＸで表すベク
トルとすると，中間投入はＡＸとなるから， 
   ＡＸ+Ｆ＝Ｘ                 (4) 
で現され，総生産量Ｘについて解くと 






    ：    ：     ：            (6) 
   ｅｎ１…ｅｎｊ…ｅｎｎ 
で現されるから，システム全体として， 























































業務用エネルギー実績 ロジスティック 直線 弾性値
 
 
（ 買  い 手 ） →  
需  要  部   門 
（売 り 手） 












産  1. 
業  2. 
部  3. 
門  ･ 
  ･  
 
産出の配分 
投   
入   Ａ・Ｘ  
の     
構 





   
  









         総生産 
 
図 6-1  産業連関表の基本構成 
 
 



















表 7-1  ボイラ燃料消費量 
 
エネルギー源   熱発生率   ﾎﾞｲﾗ効率   投入量 
石油        0.6      0.7     0.8 
LNG           0.4       0.8      0.5 
 
また，コジェネレーションの燃料は LNG とし，
転換効率を 0.8 とすると下表が得られる。 
 
表 7-2  電力対熱の発生割合 
 
生産物     電/熱 発生比  電主熱従  熱主電
従 
電力       0.437      1.00     0.778 
熱        0.563            1.29          1.00 




表 7-3  石油・石炭・LNG の発電率と発電効率 
 
ｴﾈﾙｷﾞｰ源         石油     石炭    LNG 
発電率 A        0.41      0.21    0.31 
発電効率 B      0.354         0.367      0.372 
商用電力投入量 A/B  0.254         0.572      0.833 
ボイラ投入量    0.8                  0.5          
コジェネ電主熱従                             2.86 
コジェネ熱主電従                             2.22 
   







の 2012 年 CO2排出量予測 
 
 図4-4から2012年の業務用エネルギー消費量
はＭモデル（石油危機過ぎから現在まで）の弾   
性値による近似で 2833x1015J と予測される。 
図７－１　　電源別ＣＯ２排出原単位と発電効率
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 1990 年，2012 年の電源構成から，商用電力の
CO２排出原単位は 1990 年が 0.436kg‐CO２/kWh，

















9 太陽光導入による 2012 年の CO２ 
排出量の削減 
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